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旭化成「スマートラボラトリー」新設の深掘り調査 

― パイメル専用の自律実験ラボと知財への含意 ― 

対象記事：「旭化成が AI 活用のスマートラボ新設、半導体材料の実験数 4 倍に」（MONOist 配信、Yahoo!ニ

ュース 2026 年 11 月 7 日）[9] 

作成日：2026 年 11 月 7 日 

Claude Opus 5.5 

凡例：本文中の【分析】は筆者による分析・推測を示し、それ以外は出典に基づく事実の記載である。上付きの番号

は文末の参考文献に対応する。参考文献の†印は、文書作成時に再アクセスで確認できなかった URL を示す。 

要旨 

• 事実関係 記事の内容は一次情報と整合する。旭化成は 2026 年 11 月 5 日、静岡県富士市の支

社内に、AI と自動化で「材料設計→実験→顧客工程を想定した加工・評価→学習」を回す「ス

マートラボラトリー」を開設すると発表した[1,2]。稼働は 2027 年 1 月の予定で、対象は感光性

絶縁材料（感光性ポリイミド）「パイメル™」に限られる。「約 4 倍」は、一定期間に検討で

きる組成数の従来比として会社が示した見込みである。投資額、人員、ロボットの構成、比較

の基準期間は開示されていない[1]。 

• 戦略上の意味 同社は 2026 年 1 月の「重点成長」事業説明会で、スマートラボにより実証速度

を従来比 4 倍とし、2026 年度に運用を始める構想を示していた[3,4]。今回の発表はほぼ予定どお

りの実行である。パイメルの生産量を 2030年に 2024年度比 2倍とする増強投資[5]と対をなす、

研究開発側の投資と位置付けられる。【分析】量産品の開発プロセス全体を一つの自律ループ

につなぐと明言した点は国内化学大手の中でも目立つ。ただし先行しているかどうかは、稼働

後の実績で判断する必要がある。 

• 知財への含意 日本でも、AI は発明者になれないとの判断が確定している（DABUS 事件。知

財高裁 2025年 1月 30日判決[6]、最高裁が 2026年 3月 4日付で上告を受理しない決定をしたと

報道[7]）。このため、人間の研究者の関与を記録する仕組みが欠かせない。他方、実測データ

が大量に得られるので、特許庁の審査事例が求める「実際に製造・評価した例」で広い組成ク

レームを支える余地が大きくなる[8]。【分析】勝負どころは、組成の権利化と、データ・学習

済みモデル・実験プロトコルの秘匿をどう組み合わせるかの設計である。なお、旭化成名義の

MI・自律実験関連の特許公開は、今回の調査では確認できなかった。 
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1. 記事と配信元の特定 

項目 確認結果 

Yahoo!ニュース記事 見出しは「旭化成が AI 活用のスマートラボ新設、半導体材料の実験数 4 倍に
（MONOist）」で、配信元は MONOist[9]。Yahoo!のページ本体は取得できず、本文の
全文照合は未了。 

元記事 MONOist（ITmedia）、2026 年 11 月 6 日公開、記者は遠藤和宏氏[2]。内容は会社リリ
ースの要約で、独自取材の要素（コメント、追加の数値）は見当たらない。 

一次情報 旭化成ニュースリリース（2026 年 11 月 5 日）。調査段階で PR TIMES 掲載版の全文を
確認[1]。同社サイト掲載版（/jp/news/2026/ze261105）は直接取得できず未確認。 

その他の報道 ゴムタイムス[10]、日刊ケミカルニュース[11]、日本インタビュ新聞[12]（いずれも 11 月 6
日）。いずれもリリースの範囲内の内容。 

 

日刊工業新聞（ニュースイッチ）や日本経済新聞が今回の発表を独自に報じた記事は確認できなか

った。ただし日刊工業新聞は、2026 年 1 月の事業説明会の段階で「スマートラボ構想」を報じてい

る[4]。 

2. 事実確認（一次情報ベース） 

論点 確認済みの事実 未開示・未確認 

所在地 静岡県富士市の同社支社内（富士支社）[1] 建屋、床面積 

開設・稼働時期 2026 年 11 月 5 日発表。2027 年 1 月稼働予定[1] 本格運用への移行段階 

投資額 ― 非開示（リリース・報道とも金額の
記載なし） 

対象材料 半導体向け感光性絶縁材料「パイメル™」（表面保護
膜、バンプ用パッシベーション層、再配線層（RDL）
の絶縁層）[1] 

感光性ドライフィルム「サンフォー
ト」や、開発を発表済みの感光性ポ
リイミドフィルム[13]は対象外。他の
電子材料事業への展開は「検討」段
階の記述にとどまる 

設備構成 実験計画・スケジューリング、原料の調合、試料作
製、顧客の半導体パッケージ製造工程を想定した加
工・評価までを自動化し、施設全体を「一つの実験シ
ステム」として自律運用[1] 

ロボットの台数・メーカー、装置の
機種、外部の協業先 
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論点 確認済みの事実 未開示・未確認 

AI/MIの仕組み パイメル開発で蓄積した実験データを MI で使えるよ
う整えたデータ基盤に、新しい実験データと公知デー
タを加えて学習する。研究者の知見、シミュレーショ
ン、理論科学と組み合わせて、従来は見過ごされてき
た組成を探索し、その周辺を重点的に検証しながら予
測精度を上げる[1] 

アルゴリズム（ベイズ最適化か
等）、生成 AI・LLM の使い方。
「研究者と AI の対話による開発目標
の実現」は今後の課題と記載 

「4倍」の定義 「開発実験数（一定期間に検討できる組成数）」を従
来の約 4 倍[1] 

基準となる期間・人員、従来方式の
実績値。稼働実績ではなく見込み 

人員体制 ― 非開示 

稼働目標 微細加工性と形状安定性、高信頼性と高解像度化な
ど、複数の性能を同時に満たす材料の発見[1] 

定量的な KPI（上市までの期間短縮
など） 

 

指標の定義が変わった点 

2026 年 1 月 8 日の「重点成長」事業説明会では、山岸秀之専務執行役員が、実験・評価の自動化に

よって「実証スピード」を従来比 4倍にすると説明していた[3]。日刊工業新聞も「実証速度を従来比

4 倍」「26 年度の運用開始を見込む」と報じている[4]。11 月のリリースでは、指標が「一定期間に

検討できる組成数」に定義し直された[1]。【分析】処理量（スループット）の指標としては明確に

なった一方で、上市までのリードタイムが 4 分の 1 になるという意味ではない点に注意が必要であ

る。 

3. 背景：旭化成のMI/DXの流れと事業上の位置づけ 

3.1 MI/DXの経緯 

• 旭化成は 2017 年度から、機械学習などの AI 技術を材料開発に応用する取り組み（MI）を進め

ている[14]。2017年に研究・開発本部の傘下にMI推進部を、2019年にインフォマティクス推進

センターを設けた[15]。2018 年にポリエチレン原料用触媒の開発で成果を出し、2020 年に現場

の研究者が MI を使える環境「MI-Hub」を整えたとも報じられている[16]。 

• 2021 年にデジタル共創本部を設立した[15]。全従業員を対象にデジタルスキルを 5 段階で認定す

る「DX オープンバッジ」を導入し、レベル 4・5 を「デジタルプロ人材」と位置付けた。人数

は 2021 年度の 250 人から 10 倍の 2,500 人に増やす目標を掲げた[17]。 
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• 2021年には、新素材の組成検討から実験・評価までを全自動化する「スマートラボ」を2022年

度に稼働させる計画が報じられた。まず無機材料で国内拠点の概念実証（PoC）を行い、シス

テム構築では海外ベンチャー企業と協力するという内容である[18]。PoC の結果は公表されてい

ない。 

• 同社の DX 紹介ページは、スマートラボを研究・開発本部基盤技術研究所などで構築・推進し

ている研究基盤と説明し、すでに複数の事業部で活用が進んでいるとしている[19]。【分析】今

回のパイメル向けラボは、この全社基盤を量産中の主力製品に専用化した発展形とみられる。 

• 2021 年 10 月には、NIMS と化学大手 4 社（旭化成、三菱ケミカル、三井化学、住友化学）が

「化学マテリアルズオープンプラットフォーム（化学 MOP）」の水平連携で、少ない実験回数

で高い予測精度を得る AI 技術を開発したと発表した[20]。 

• 統合報告書「旭化成レポート 2026」は、R&D加速のためのスマートラボの構築と、製造工程へ

のフィジカル AI の実装を、競争力強化策として挙げている[21]。 

3.2 事業上の位置づけ 

• 「中期経営計画 2027 ～Trailblaze Together～」は、エレクトロニクス事業を「重点成長」事業

の一つとしている。同事業の 2025年度の売上高は約 1,600億円の見込みで、2027年度の営業利

益目標は 300 億円である[3]。2030 年度近傍には、売上高 3,000 億円（2024 年度比 2.0 倍）、営

業利益率 15%以上を狙う[4]。 

• パイメルの売上高の年平均成長率（CAGR）は、2021→2025 年度が 22%、2022→2026 年度が

20%と同社資料で示されている[22,23]。 

• パイメルは、TSMC のサプライヤー表彰「Excellent Performance Award」を 2024 年[24]と 2025

年[25]の 2 年連続で受賞した。 

• 同社は、パイメルの需要が当初の想定を大きく上回るスピードで増えていると説明している[26]。

2024 年 12 月に富士市の新工場が完成し、さらに約 160 億円を投じる増設（2028 年度上期に商

業運転開始予定）で、2030 年の生産量を 2024 年度比 2 倍にする計画である[5]。日刊工業新聞

は、この増設を当初計画より 2 年前倒しと報じた[4]。同社は、生成 AI などの先端半導体向け層

間絶縁膜市場が年平均 8%で伸び、2030 年ごろまでその勢いが続くとみている[5]。 

【分析】生産能力の増強（量）とスマートラボ（開発スピード）は一組の施策である。生成 AI 向け

の先端パッケージでは、求められる性能が複数同時に厳しくなっており、組成探索の処理量が、顧
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客に認定されるまでの競争に直結する。今回の投資は、トップサプライヤーの地位を守るための防

衛的な投資という性格も持つと考えられる。 

4. 業界比較：旭化成の特徴と先進性 

企業・機関 主な取り組み（出典あり） 旭化成との違い【分析】 

レゾナック 計算情報科学研究センターのリソースの 7 割を半導体材
料開発に投入[27]。AI とアニーリングで、パッケージ用レ
ジストのポリマー組成探索を熟練者比 1/5 の時間に短縮
（2024 年 11 月）[28]。ニューラルネットワークポテンシ
ャル（NNP）で、第一原理計算並みの精度を保ちつつ 10
万倍以上速いシミュレーション（2024 年 8 月）[29] 

計算・MI が中心。ロボットによる
閉ループ実験の公表は限られる。パ
イメルの競合（HD マイクロシステ
ムズは関連会社）でもある 

三菱ケミカル 自動・自律実験を可能にする「次世代ラボ」の開発に
2021 年に着手[30]。横浜の研究拠点に、200 億円以上を投
じた新研究棟を 2022 年に開設[31] 

拠点型で、複数材料を対象とする基
礎研究寄り。旭化成は単一の量産品
に特化した専用ラボ 

三井化学 京都大学と「デジタルケミカルラボ」を設置（2023 年 4
月～2028 年 3 月）。フロー合成などを統合した自律的な
自動合成システムを構築[32] 

産学連携・合成中心。顧客工程の評
価までは含まない 

住友化学 AI シミュレーションによる候補選択と、高速な自動試
作・評価の組み合わせ（2024 年 3 月の DX 戦略説明会）
[32] 

計算と自動評価の連携。閉ループの
範囲は不明 

JSR ロボット教示、フロー重合のベイズ最適化（共同研究論
文）[32] 

研究段階の要素技術が中心 

BASF トロント大学の Acceleration Consortium と、農薬・塗
料・薬物送達向けの自律ラボで提携（2025 年 4 月）[33] 

配合（フォーミュレーション）系の
自律ラボ 

Merck KGaA Acceleration Consortium とベイズ最適化による実験計画
ソフト「BayBE」をオープンソース化（2023 年 12
月）。社内では誰でも使える実験計画ツール
「BayChem」として展開[34] 

ソフト（実験計画）中心 

学術・国プロ 米ローレンス・バークレー国立研究所の自律ラボ「A-
Lab」は、2026 年 1 月の著者訂正で合成成功数を 57 候
補中 36 物質に修正[35]。文部科学省は令和 8 年度予算
（案）で「AI for Science を加速するマテリアル研究開発
の変革」に 49 億円[36]、AI for Science 関連全体で 193 億
円を計上[37] 

無機・薄膜が中心。有機感光材料と
顧客工程の評価まで含む例は少ない 
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評価【分析】 

• 先進的な点 (1)対象が量産中の主力製品で、事業に直結していること。(2)合成だけでなく、顧

客のパッケージ工程を想定した加工・評価（露光・現像・硬化後の物性など）まで自動化の範

囲に含めていること。(3)長年蓄積した実データの基盤があること。有機の感光性樹脂は粘度の

高い液体を扱い、工程評価も多段になるため、自動化が難しい領域である。施設全体を一つの

実験システムにしたと言えるなら、国内化学大手の中では実装段階が先行している部類に入る。 

• 割り引いて見るべき点 開発プロセス全体に適用した例は限られる、というのは同社自身の主

張で、第三者の検証はない。2021 年に構想が報じられてから、量産品の専用ラボが稼働するま

で約 5 年半かかっており、「最先端」というより「着実な実装」とみるのが妥当である。投資

額や設備規模が開示されていないため、三菱ケミカル（200億円以上の研究棟）などと規模を比

べることはできない。 

• 遅れの有無 計算科学や NNP の公表成果ではレゾナックが目立つ。パイメルの直接の競合

（HDマイクロシステムズ、東レ、富士フイルムなど）が同じような自律ラボを公表した例は確

認できなかった。この領域で旭化成が遅れていると示す根拠は見当たらない。 

5. 評価・反響 

• アナリスト スマートラボを直接評価したアナリストのコメントは確認できなかった。旭化成

株のコンセンサスは「買い」で、11 月 5 日時点の平均目標株価は約 1,981 円とされる[38]。ただ

し発表は第 2 四半期決算と同じ日であり、株価の反応をスマートラボの発表だけに結び付ける

ことはできない。 

• 業界紙 化学工業日報[39]と日刊工業新聞[4]が、2026年 1月の構想段階で報じた。11月の発表後

は MONOist、ゴムタイムス、日刊ケミカルニュースなどが報じたが、いずれもリリースの範囲

内である。批判的な論評や専門家の独自評価は確認できなかった。 

• 専門家・SNS 調査範囲内では、目立った反応は確認できなかった。 
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6. 知財への影響 

6.1 実施例データの大量取得と記載要件（サポート要件・実施可能要件） 

特許庁は 2019年、AIで「ある機能を持つと推定された物」を請求する場合の記載要件について、審

査ハンドブック附属書 A に事例を追加した（事例 51 ほか）[40]。2024 年には、マテリアルズ・イン

フォマティクスに関する事例 52 を追加している[8]。これらの事例によれば、実際に製造・評価して

おらず、予測精度も検証されておらず、AI の予測が実物の評価に代わるという技術常識もなければ、

サポート要件・実施可能要件の違反となる。逆に、①実際に製造した物の評価、②予測精度の検証、

③予測が評価に代わり得るという技術常識、のいずれかがあれば要件を満たし得る[8]。 

【分析】自律ラボは「AI が予測した組成」を、実際に合成・評価したデータに変えていく。化学分

野の組成・数値範囲のクレームでは、範囲の両端や内側の実施例の密度がサポート要件の争点にな

りやすい。実施例が厚いことは、広いクレームを支え、無効審判にも耐える力になる。モデルの予

測精度を検証したデータ（ホールドアウト検証など）を明細書に書けば、実測していない領域まで

権利範囲を広げる根拠にもなり得る。 

【分析】逆方向のリスクもある。実施例を大量に載せるほど開示も増え、競合にとっての「地図」

になる。また、自律探索で見つかった組成が「当業者が最適化で到達できる範囲」とみなされれば、

進歩性の判断で不利になるおそれがある。予想外の効果（複数の性能を同時に満たすことなど）を

示すデータの設計が重要になる。 

6.2 AIを用いた発明の発明者 

DABUS 事件で知財高裁は 2025 年 1 月 30 日（令和 6 年(行コ)第 10006 号）、特許法に基づき特許

を受けることができる発明は自然人が発明者となるものに限られると判断した[6]。最高裁第二小法

廷（岡村和美裁判長）は 2026 年 3 月 4 日付の決定で上告を受理せず、判断が確定したと報じられて

いる[7]（決定の原文は未確認）。米国でも連邦巡回区控訴裁判所が同様の判断を示しており、

USPTO は 2025 年 11 月に、AI を使った発明の発明者認定に関する改訂ガイダンスを公表している
[41]。 

【分析】自律ラボで生まれた組成について、「誰が課題を設定し、探索空間と目的関数を設計し、

結果を認識して発明として完成させたか」を記録しておかないと、発明者の特定や、職務発明（特

許法 35条）の相当の利益をめぐって争いの種になり得る。研究ノートに加え、AIへの指示、探索条

件、選択の判断理由をログとして保存し、人の創作的な関与を証明できるようにしておくべきであ

る。 
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6.3 データ・学習済みモデル・プロトコルの秘匿とオープン・クローズ戦略 

【分析】自律ラボで最も価値があるのは、個々の組成よりも、失敗例を含む網羅的な実験データ、

学習済みモデル、自動化された調合・評価のプロトコルである。これらは製品を分析しても分から

ず、特許にすれば開示と引き換えになる。このため、不正競争防止法上の営業秘密（秘密管理性・

有用性・非公知性）として秘匿するのが合理的である。推奨する組み合わせは、製品の組成・用途

（模倣を検証できる部分）は特許で守り、データ・モデル・プロトコル（侵害の発見が難しい部分）

は秘匿することである。顧客と評価データを共有する場合は、契約でデータの帰属と利用範囲を決

めておく。 

旭化成は NEC と、秘密計算技術を使って企業間でデータを秘匿したまま連携できる分析基盤を構築

しており[14]、その土台はすでにある。また同社は 2022年に、経営企画担当役員の直下に「知財イン

テリジェンス室」を設け、知的財産部との両輪で企業価値の最大化に取り組んでいる。IP ランドス

ケープ推進協議会の設立も主導した[42]。【分析】データ戦略と知財戦略を一体で設計できる力は、

相対的に高いと評価できる。 

6.4 自律実験ラボ関連技術の特許動向 

• 旭化成 MI、機械学習による物性予測、自律実験システムに関する旭化成名義の特許公開は、

今回の調査では確認できなかった。【分析】ラボのシステムを秘匿で運用している可能性があ

る。 

• 競合 昭和電工／レゾナックには、JP6950119B2（専門家と非専門家で役割を分担する材料設

計システム）、JP7109339B2（ガウス過程回帰とベイズ最適化による高分子構造の推薦）、

JP7190615B1、JP7315124B1（組成探索方法）がある[43]。米国でも同じ発明者グループによる

一連の出願がある（出願人がレゾナックであることは未確認）[44]。このほか、住友化学の特許

第 7397949 号「学習装置及び予測装置」（高分子複合材料の物性予測）[45]、パナソニックの

WO2023008447A1（MI による材料探索の可視化）[46]がある。化学メーカーによる「自律ラボ

のシステム」そのものの特許は確認できなかった。 

• 統計 特許庁の「令和元年度 特許出願技術動向調査 結果概要 マテリアルズ・インフォマティク

ス」によれば、2010～2017 年のファミリー件数の合計は 493 件である。出願人国籍別では中国

が 332 件（67.3%）と最も多く、日本は 37 件（7.5%）にとどまる[47]。 



旭化成スマートラボラトリー深掘り調査 

- 9 - 

6.5 半導体材料分野の知財競争への含意【分析】 

感光性絶縁材料は、上位数社（東レ、HDマイクロシステムズ、旭化成、富士フイルムなど）による

寡占市場である。調査会社のレポートには「上位 3 社で約 93%」といった数値もあるが[48]、レポー

トによって市場規模の推計が大きく異なり、信頼性は限られる。顧客に認定された組成の周辺を特

許網で押さえることが参入障壁になる。探索の処理量が上がれば、周辺組成の囲い込みや、他社特

許の回避設計を速く回せるようになる。一方で、競合も同じような MI 特許網を築いている。今後は

「データ量そのもの」が、特許とは別の競争優位になると考えられる。 

7. 今後の展望と課題 

7.1 実験数から売上へのつながり【分析】 

1. 組成探索の処理量が約 4 倍になる。 

2. 顧客への試作品（サンプル）提出の頻度と精度が上がる。 

3. 次世代パッケージ（大型パネル、微細 RDL）で、顧客に最初に認定される材料の座を取る。 

4. 量産での採用が決まり、2028 年度上期に稼働する増設ラインの稼働率につながる。 

半導体材料の認定サイクル（通常 1～数年）を考えると、売上への効果が出るのは、早くても 2028

～2030 年ごろと見込まれる。 

7.2 課題 

• データ品質 過去データと自動実験データの条件をそろえること、評価の再現性、失敗データ

の扱いが課題となる。データ量が増えても、比較に使える質のよいデータが増えなければ予測

精度は上がらない。 

• スケールアップ ラボの少量調合で最適だった組成が、量産プロセスや顧客ラインでも同じ性

能を出すとは限らない。 

• 人材 デジタルプロ人材は 2023 年 12 月時点で 1,551 人[49]、2024 年 3 月末時点で 1,728 人と報

じられ[15]、2,500 人の目標は達成見込みとされている[17]（旭化成レポート 2025 には 3,157 名と

の記載があるとされる[50]）。【分析】課題は人数よりも、有機合成、プロセス評価、データサ

イエンス、ロボット工学を橋渡しできる人材の厚みにある。 

• 投資回収 投資額が非開示のため、外部から投資収益率（ROI）を評価することはできない。 

• 横展開 他の電子材料事業などへの展開は「検討」段階にとどまる[1]。 
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7.3 今後注目すべき指標 

• 2027 年の稼働後に開示される、上市までのリードタイム、顧客認定件数、新グレード数。 

• 次期中期経営計画で、スマートラボの横展開や投資額が明示されるか。 

• 旭化成名義の MI・自律実験関連の特許公開の有無（出願から 1 年 6 か月後に公開されるため、

2027～2028 年に注目）。 

8. 留保事項 

• 「4 倍」は会社の見込みで、基準となる条件は開示されていない。稼働前のため、効果は検証さ

れていない。 

• DABUS事件の最高裁決定の日付・内容は報道に基づくもので、決定の原文は確認していない。 

• 市場シェアや市場規模は調査会社によって大きく食い違うため、参考値にとどめた。 

• Yahoo!ニュースの記事本文と、旭化成公式サイト上のリリースは直接取得できなかった。内容

は調査段階で、MONOist の元記事と PR TIMES 掲載の同社リリースにより確認した。 

• 業界比較の一部と競合の特許情報は、二次情報（解説記事、特許検索サイトなど）に基づく。

参考文献の†印は、文書作成時に再アクセスで確認できなかった URL を示す。 

• 法的な評価は一般論であり、個別の案件については弁理士・弁護士の確認を要する。 
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